第３章　人口
概況
　昭和55年10月1日現在で実施された第13回国勢調査による大阪府の人口は、847万3,412人であり、前回50年調査以降5年間に19万4,487人、2.3パーセントの増加となった。
　大阪府の人口は、昭和25年から40年までの各5年間は他府県からの若年労働者の流入により20パーセント前後の高い増加率を続けたあと、40年から45年では14.5パーセント、45年から50年では8.6パーセントと次第に増加率を低下させ、50年から55年ではさらに小幅の増加となった。
　本府の人口増加を、出生と死亡の差である自然増加と、転入と転出の差である社会増加に分けて見ると、自然増加は45年から50年の66万2千人増まで､拡大を続けてきたものの50年から55年は43万8千人増と､その規模を縮小した。一方、社会増加は、35年から40年に72万8千人増と拡大したあと､40年から45年には39万5千人増に落ち込み、45年から50年では3千人減と逆に社会減に転じ、50年から55年にはさらに24万4千人と大幅な減少となった。
転入と転出
　大阪府への転入者は、高度経済成長に伴い昭和30年ごろから順調に増加し、44年には39万人に達したが、その後漸減し、54年には23万8,385人と33年以来最低の転入者数となっている。しかし、依然として東京都の51万人、神奈川県の29万人、千葉県の24万人に次いで全国第４位の高水準である。一方、大阪府からの転出者は、54年で27万9,861人と前年より2.0パーセント減少しており、依然49年以後の低下傾向が続いている。しかし、なお東京都の62万人に次いで全国第２位である。
地域別人口
　大阪市の昭和55年10月１日現在の人口は264万8,158人で、府下人口総数に占める割合は31.3パーセントである。50年に比べると13万829人、4.7パーセントの減少で､依然として41年以降減少傾向を示している。大阪市以外では、北河内地域が114万2,392人で、50年に対して5万2,913人・4.9パーセント増、泉北地域が108万6,779人、同6万7,026人・6.6パーセント増、三島地域が101万2,543人、同7万1,623人・7.6パーセント増、中河内地域が86万4,177人、同１万4,202人、1.7パーセント増、豊能地域が63万909人、同3万5,797人・6.0パーセント増、南河内地域が58万4,540人、同5万2,800人･9.9パーセント増、泉南地域が50万3,914人、同3万955人・6.5パーセント増と､南河内地域の増加率が最も高かった。また、府人口総数に占める割合は、北河内地域13.5パーセント、泉北地域12.8パーセント、三島地域11.9パーセント、中河内地域10.2パーセント、豊能地域7.4パーセント、南河内地域6.9パーセント、泉南地域5.9パーセントとなっている。
年齢構造
　昭和50年国勢調査結果から年齢３区分別にみると、45年に比べて、生産年齢人口は24万6,419人･4.6パーセント増の565万2,511人、年少人口は30万409人・16.5パーセント増の212万992人、老年人口は10万6,869人・27.1パーセント増の50万674人で､全体に占める割合はそれぞれ68.3、25.6、6.0パーセントとなっている。　生産年齢人口の比率は40年まで着実に上昇したのち、40年から45年において1.6ポイント低下し、45年から50年に更に2.6ポイントの低下となった。一方、年少人口の比率はこれと全く逆の動きを示し、40年を境として低下から上昇に転じている。又、老年人口の比率は一貫して上昇を続けている。
　次に５歳階級別人口をみると、15歳から19歳と20歳から24歳が前回に比べ減少している。 20歳から24歳の減少は主として第１次ベビーブーム後の出生率の落ち込みによっているが、15歳から19歳の減少は40年代半ばからの社会増加の減少を反映している。
労働力人口
　同じく昭和50年国勢調査結果から労働力状態をみると、15歳以上人口は615万3,185人で45年より35万3,288人･ 6.1パーセントの増加で、このうち労働力人口は382万6,288人(対45年2.3パーセント増)、非労働力人口は232万6,897人(同13.1パーセント増)となり、非労働力人口の増加が大きい。この結果、労働力率(15歳以上人口に対する割合)は45年の64.5パーセントから62.2パーセントへと低下し、逆に非労働力率(同)は35.5パーセントから37.8パーセントへと上昇したのが注目される。
　又、完全失業者は45年の6万1,249人から5万6,955人･93.0パーセントの増加で11万8,204人となり10万人台を超えた。このため完全失業率(労働力人口に対する割合)は1.6パーセントから3.1 パーセントへと上昇し、石油ショック以来の不況の深刻さを反映している。
　次に、年齢階級別就業者の特徴をみると、15歳から19歳、20歳から24歳の就業者は減少し、中でも15歳から19歳では50.6パーセントの大きな減少をみせている。又、産業別就業者の割合では、第３次産業就業者はすべての年齢階級で50パーセントを上回っている。
昼間人口と流動人口
　同じく昭和50年国勢調査結果から、大阪府から周辺府県への流出者数は17万5,941人(15歳以上)､大阪府への流入者数は55万9,234人(同)、その差は38万3,293人で、これに15歳未満の流出入の差372人と常住人口の872万8,925人を加えた昭和50年10月1日現在の昼間人口は866万2,590人となり、常住人口100人当たりの昼間人口は104.6人となった。
　15歳以上流入人口を府県別にみると、兵庫県からが29万8,121人と流入総数の過半数53.3パーセントを占めており、次いで奈良県の13万6,425人、同24.4パーセント、京都府7万5,129人、同13.4パーセントで、この3府県で流入総数の91.1パーセントを占めている。
　一方、15歳以上流出人口では、兵庫県へが8万7,649人で流出総数の49.8パーセントを占めて最も多く、あと京都府5万6,782人、同32.3パーセント、奈良県1万5,358人、同8.7パーセントと続いており、この３府県で90.8パーセントを占めている。
